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2センター周知広告 働き方改革号 （１月19日より2月18日）



3センター周知広告 電車中吊り広告 （１月10日より1月16日）



❓ 働 き 方 改 革 ❓

どのように業務の見直しを進めたらよいのか❔

4

労務管理
の悩み

専門家によ
る相談支援

☎



相談してみませんか？働き方改革
職場の問題を解決します！！

来所・電話
メールでの
無料相談

専門家の
企業への訪
問無料相談

セミナー等
講師の
無料派遣



どの様な相談の仕方があるのか❓

来所・電話・メールでのよる相談

…センターの常駐専門家が、相談者の相談内容に応じた適切な説

明をします。相談料は無料です。

専門家による企業への訪問

…専門家が、県下全域の個別事業所へお伺いし課題解決のための

改善提案を行います。相談回数最大6回までです。

無料でお受け致します。

窓口相談派遣 （出張相談会・窓口相談）

… 商工会、セミナー終了後の相談会、よろず支援拠点と連携し

相談窓口 を設置し専門家が相談を受付けています。

HP申込ください。詳細の会場・時間はセンターホームページ

に掲載しています。コロナ禍なので、相談会の開催日・場所は

変更されることがありますので、HPをご覧ください。
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どの様な相談の仕方があるのか❓

・ セミナーの開催・セミナーへの講師派遣

… 長崎労働局・長崎労働基準監督署・長崎労働基準協会・商工会議所

商工会、よろず支援拠点等と連携を図り働き方改革・就業規則作成

のポイント・助成金活用等のセミナーを講義形式・オンライン形式

で開催しています。センターHPで確認ください。

また、会社単独の社員向けのセミナーにも無料で、講師を派遣い

たします。

関係機関との連携

…労働基準監督署、公共職業安定所，長崎県、市町村、商工団体等、

金融機関、社会福祉協議会、業界団体、 よろず支援拠点、産業保

健総合支援センター、産業雇用安定センターとも、支援の質を向上

させるために連携を図っています。
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では、長崎働き方改革推進支援センタ－に
はどの様相談が多いのでしょうか？（令和5年度）
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働き方改革

取組事例集2022（厚生労働省冊子）より

長崎働き方改革推進支援センター

労務管理改善で

働きやすい職場環境づくりと

助成金で生産性の向上



クリーニング エイトドライ

代 表 者 ： 林 浩二

設 立： 昭和３１年（平成２６年１月父より事業承継）

従業員 数 ： １４名 店 舗：３店舗 簡易営業所 :３店舗

特 色： ウールマーク認定ラグーンアドバンスケア導入

（ウールマークやシルクなど水洗いできない衣類を水洗いする事を可能とした技術）

しみ抜き技術（あらゆる難題にも対応）、特殊な洗い物 etc.

本店工場 ２号店（まるたか池田店） ３号店（新幹線車両基地そば）

大村市今津町 大村市竹松町大村市池田

【店舗紹介】

プロフィール



これまでの支援内容 担当専門家：長崎働き方改革推進支援センター
社会保険労務士 吉田 俊哉 氏

①就業規則作成支援

長崎県生活衛生営業指導センター相談会で助成金活用の相談を受けた。

従業員10人未満で就業規則の作成・届出義務はないものの従業員の職場定着と助成金活用には
就業規則が不可欠であり、その作成を推奨。

就業規則は、社員用、パートタイム労働者用それぞれの作成を支援。

厚生労働省のモデル就業規則を基本に事業所の現状と安心して働くことができる将来を見据えた
就業規則になるようアドバイス。

（65歳定年、70歳までの継続雇用制度導入、パートタイム労働者勤務形態約20パターンの明示

パートタイム労働者の社員登用制度導入など）

②労務管理支援

雇用契約書の改善、年次有給休暇の管理（管理簿の作成、有給休暇残日数の周知）
始業・終業時間管理など支援した。



これまでの支援内容 担当専門家：長崎働き方改革推進支援センター
社会保険労務士 吉田 俊哉 氏

③退職金規程作成支援
退職金制度が未整備のため中小企業退職金共済制度の導入を推奨。
これに伴い、退職金規程の作成と就業規則の変更を支援。

④助成金活用支援
生産性向上を伴う設備投資等と事業場内最低賃金引上げ実施による業務改善助成金の

活用を支援。
POSレジシステムの導入により預かり商品の受付・引き渡しの商品管理
日次の締め作業、顧客管理などの効率化を図った。



今後の支援について
担当専門家：長崎働き方改革推進支援センター

社会保険労務士 吉田 俊哉 氏

①事業計画

・現在 店舗３ケ店、簡易営業所３ケ店なので、将来的には合計８ケ店まで拡大予定

・業務改善助成金を活用し生産性向上のために、自動プレス機の導入を計画

②就業規則の活用

・就業規則を職場のルールブックとして活用

①助成金活用の支援

・業務改善助成金の活用を検討されているため支給要件等確認し活用に向けた支援

②各種手当新設の支援

・技能資格手当などの新設に伴う就業規則の変更の支援



長崎働き方改革推進支援センターの場所

場 所 長崎市五島町３－３

プレジデント長崎２Ｆ２０３号

時 間 午前９時より午後５時

専用回線 フリーダイヤル ０１２０－１６８－６１０

電 話 ０９５－８１６－３８８６

ＦＡＸ ０９５－８３２－４３１６

体 制 センター長、常駐専門家（社会保険労務士等）

1名、事務員
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長崎働き方改革推進支援センタ－へ
お気軽に連絡を‼

様々な支援を行っております。

皆様からの連絡をお待ちしております。

１０


